





































































































　 　 父　親 母　親 父親／母親
　 　 1994年 2005年 1994年 2005年 1994年 2005年
日　本 3.32 3.08 7.44 7.57 0.45… 0.41…
韓　国 3.62 2.78 8.40 7.13 0.43… 0.39…
タ　イ 6.00 5.89 8.06 7.09 0.74… 0.83…
アメリカ 4.88 4.60 7.57 7.10 0.64… 0.65…
イギリス 4.75 － 7.52 － 0.63… －
フランス － 3.79 － 5.71 － 0.66…
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日本 (n＝413) 韓国 (n＝481)
… 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差
父子の平日接触時間（分） 182.83… 134.70… 166.07… 101.33…
都市規模・日本10万人以上都市ダミー 0.59… 0.49… － －
都市規模・韓国大都市ダミー － － 0.46… 0.50…
父の年齢（中央値換算） 38.74… 6.81… 38.20… 4.85…
父の学歴（参照：大学レベル以上）
　中学校レベル 0.04… 0.20… 0.03… 0.17…
　高校レベル 0.50… 0.50… 0.36… 0.48…
　高専・短大レベル 0.07… 0.25… 0.12… 0.33…
父の従業上の地位（参照：自営・家族従業）
　経営者・正規 0.80… 0.40… 0.63… 0.48…
　非正規 0.01… 0.12… 0.03… 0.17…
対象の子ども性別　男子ダミー 0.51… 0.50… 0.51… 0.50…
対象の子どもの年齢（参照：7-12歳）
　0-3歳 0.25… 0.43… 0.24… 0.43…
　4-6歳 0.26… 0.44… 0.26… 0.44…
同居している子どもの人数 2.10… 0.84… 1.83… 0.61…
父母の年齢差（父―母） 2.40… 3.90… 2.79… 3.05…
父母の学歴（教育年数）差（父―母） 0.65… 1.99… 0.64… 1.70…
祖父母の同居ありダミー 0.31… 0.46… 0.10… 0.31…
13歳以上の子どもの同居ありダミー 0.20… 0.40… 0.15… 0.36…
父の週労働時間（参照：43時間未満）
　43～49時間未満 0.28… 0.45… 0.24… 0.43…
　49～60時間未満 0.31… 0.46… 0.21… 0.41…
　60時間以上 0.22… 0.42… 0.31… 0.46…
父の通勤時間（参照：0～15分参照）
　16～30分 0.30… 0.46… 0.27… 0.45…
　31～1時間 0.25… 0.43… 0.18… 0.39…
　1時間超 0.07… 0.25… 0.07… 0.25…
母の労働時間（参照：専業主婦・無業）
　35時間未満 0.26… 0.44… 0.07… 0.26…
　35～49時間未満 0.19… 0.39… 0.18… 0.39…
　49時間以上 0.03… 0.18… 0.14… 0.35…




























































調整 R2 0.164 0.077






















  日本 df=3 F=5.78***
  韓国 n.s.
?????????
???
（＊＊＊ P.<.000）
６．まとめと考察
最後に、以上の分析結果を要約しながら、日韓の父
子の平日接触時間の短さの意味を改めて考察し、今後
の分析の課題について述べる。
日韓の父子の平日接触時間は、平均値でも、その
分布の形でも、この10年間の低下傾向という点でも、
酷似していた。父子の平日接触時間が短ければ「子ど
もと接する時間が短い」「仕事のために家族と一緒に
過ごす時間がとれない」と感じている傾向がある点で
も共通していた。日韓とも父子の平日接触時間が短い
ことは、決して好ましいことではないという点で共通
しているようにみえる。
ところが、子どものしつけへの参加・態度では日韓
で違いが見られた。しつけへの参加については、日本
では、接触時間が短ければ、しつけへの参加は低くな
り、母親任せになりがちであるが、韓国ではその傾向
はほとんど見られなかった。韓国の父親は接触時間に
かかわらず、約7割前後の父親がしつけに参加してい
た。
しつけへの態度についても、日本では、接触時間が
短ければ「わがまま」が許容される傾向がやや見られ
たが、韓国では、全体として「わがまま」が許容され
る割合は日本よりも低く、接触時間とわがままへの許
容との関係がなかった。
以上のことから、日本では父子の接触時間の極端な
短さは、父親の子どもへのしつけへの不参加や父親の
子どもへのしつけに対する甘さといった、子どものし
つけにとって、あるいは母親への負担増という点で、
マイナスとなる可能性が高い。日本のほうが、子ども
のしつけという点において、父子の接触時間の影響が
大きいと考えられる。よって、父子の平日接触時間を
増やすような努力が必要である。
では、その父子の平日接触時間を規定している要因
は何かという観点から、父子の平日接触時間を従属変
数とする重回帰分析を行った。日本と韓国で共通して
いたのは、父親の従業上の地位（「自営・家族従属」
と比べて「経営者・正規」で時間が長い）、ニーズ仮説
（子どもの年齢が低ければ時間が長い）が、統計的に
有意な要因であったことだった。日本と韓国の規定要
因の最も大きな違いは、父親の週労働時間であって、
日本では有力な規定要因であったが、韓国では有意な
効果がなかった。
これらの結果から、日本については、多くの研究が
繰り返し指摘していることであるが、やはり父親の労
働時間の削減が有効であると考えられる。単純に早く
仕事を終わらせて父親を早く家庭に帰すといった取り
組み（例えば、業務の効率的な遂行による時短や、ノー
残業デイの設定とその忠実な実行）と、育児期にある
父親の労働者に対する、育児休業、短時間勤務、フレッ
クスタイムをはじめとする家庭生活と仕事の両立のた
めの支援制度の整備と、その利用者を増やす取り組み
を今後ともよりいっそう進めていく必要がある。
韓国については、父子の平日接触時間の短さは、子
どものしつけの参加や態度には影響していなかった。
父子の平日接触時間の規定要因の分析からは、父親の
週労働時間は有意な効果がなく、日本のように、父親
の労働時間を削減すれば、父子の平日接触時間が増え
るとはいえなかった。
とはいえ、韓国の父親は、平日接触時間が短ければ
「子どもと接する時間が短い」と悩んだり、「仕事のた
めに家族と一緒に過ごす時間がとれない」と感じてい
る傾向が見られた。全体的としても、日本よりそのよ
うに感じる割合がやや高かった。
これらの点から、韓国の場合は、父子の平日接触時
間を増やすという観点からよりも、「子どもと接する
時間が短い」「仕事のために家族と一緒に過ごす時間
がとれない」という父親の悩みやストレスを軽減・解
消するという観点から、労働時間を削減するというア
プローチが有効かもしれない。
図6でみたように、週労働時間は父子の接触時間と
はまったく関連がなかったが、父親の労働時間を削減
することによって、労働時間の長い父親が減り、その
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結果、父子の接触時間が今より増加するようになれば、
今後、接触時間の水準が全体的に上昇し、時間的余裕
仮説が成り立つようになるかもしれない。
他方、韓国の父親は、父子の平日接触時間は子ども
のしつけへの参加や態度に影響していない、労働時間
は父子の平日接触時間に影響していないという結果と
なった。もしこの結果が、韓国の父親たちが、平日接
触時間の短さにかかわらず、子どものしつけに参加す
るように努力し、長時間労働にもかかわらず、子ども
との接触時間を確保するように努力していることによ
るとすれば、そうした努力をそのまま続けた場合、「仕
事が忙しいから育児をしない」という言い訳は通用し
ない「仕事も育児も高負担」という方向に向かう可能
性がある。その場合、何が父親を「仕事も育児も高負担」
という方向に押し出す要因となっているのか等、検討
すべき課題は多い。
最後に、本稿では触れなかったが、父子の接触の内
容、すなわちその短い接触時間にどのように過ごして
いるかについて分析することも必要であり、それに
よって、日韓の父子接触時間の短さの理解がより深ま
るだろう。今後の分析の課題としたい。
〈注〉
１)―「父子の平日接触時間」は「子どもの世話時間」を含んで、
子どもと接している時間（寝ている時間を除く）を示し
ている。よって、多くの先行研究が扱っている「育児時
間＝子どもの世話の時間」よりもかなり長めになるだろ
う。具体的な質問文は以下の通り。
― 「あなたは○○さんと、ふだん１日どのくらい、一緒に
過ごしていますか。平日についてお答えください。ただ
し、寝ている時間は除いてお答えください。」
２）―このデータは父母ペアではないので厳密にはこのよう
な計算はできないが、各国の父母間のおおまかな分担率
を知るためには許容されるだろう。
３）―平日接触時間の「無回答」はグラフに表示していない。
４）―母親が育児不安に陥るかどうかは、夫の子育て参加が
重要であることが早くから指摘されている［牧野―1982、
1983など］。
５）―日本は、国立社会保障人口問題研究所「人口統計資料集
2007」、韓国は Korea―National―Statistics―Office による。
６）―当研究の一環として、韓国で政府機関の担当者や研究
者を対象にヒアリング調査（2006年）を行った際に、韓
国の父親の育児参加が低水準にあることの理由として、
皆、男性の長時間労働と性別役割分業を第一に挙げてい
た。
７）―「賛成」と「どちらかといえば賛成」を合計した比率（％）。
ただし、タイ（第3位）やアメリカ（第4位）との差は小さ
い。
８）―「していない・必要ない」「無回答」は集計から除いてい
る。つまり、父母のどちらか、あるいは両方がしつけを
している場合のみを集計の対象としている。
９）―日本と韓国の父親は、配偶者／パートナーのいないも
の、仕事をしていないものが少なく、分析に必要な数を
確保できないことによる。
10）―ただし、松田［2000、2002、2006］においては、ニーズ
仮説と代替資源仮説は、「必要だからする」ものとして
の、「家事・育児の量」として1つにまとめた仮説として
提示している。
11）―例えば、日本家族社会学会の NFR98調査票［渡辺・稲葉・
嶋﨑編―2004］では、「育児や孫・子どもの世話」は、どの
くらいの頻度で行っているかを、「ほぼ毎日」～「ほとん
ど行わない」の5件法で尋ね、分析ではそれに得点付け
をした指標を用いている［松田―2000］。津谷［2003］の分
析では、1週間に「子どもの世話」に費やされた時間（単
位：時間）を用いている。
12）―伝統的な性別役割分業意識である「男は仕事、女は家庭」
を肯定するほうを高く得点付けしている。「賛成」を5点、
「どちらかといえば賛成」を4点、「わからない」を3点、
「どちらかといえば反対」を2点、「反対」を1点。
13）―各変数の「無回答」は欠損値としてリストごとに除外し
ている（除外票は、日本13票、韓国15票）。
14）―この結果の解釈は大きな課題である。より規模の大きい
都市居住は、雇用就労者における通勤時間と関係が深い
と思われたが（例えば、より規模の大きい都市では通勤
時間が長い傾向があるなど）、都市居住の変数を除いた
モデルでも、通勤時間の有意な効果は見られなかった。
なにより日本の都市居住ではマイナスで、韓国の都市居
住ではプラスの効果であることから、通勤時間の代替効
果ではない。ただし、水落［2006］の「社会生活基本調査」
の都道府県データによる日本の分析によれば、分析モデ
ルは異なるが、可住人口密度は父親の育児分担にマイナ
スの影響で、都市部に比べて地方では父親の育児分担が
多いという、本稿と同じ結果が示されている。
15）―先行研究では、例えば松田［2002］に示されているよう
に、父親の学歴が高くなるほど、父親の育児参加が増加
している。本稿ではその全く反対となった。その理由は、
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父子の平日接触時間という変数の性質にあるのではな
いかと考えている。ちなみに、学歴と父子の平日接触時
間のクロス集計においても、父親の学歴が高くなるほ
ど、父子の平日接触時間は減少する傾向が見られる。
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